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シ ア ルイ についてシーアールイーについて
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会社概要

商 号 株式会社シーアールイー

代 表 代表取締役社⻑ ⼭下修平

所 在 地 東京都港区⻁ノ⾨2-10-1 ⻁ノ⾨ツインビルディング東棟19階

事 業 内 容 物流施設の賃貸、管理、開発、仲介、及び投資助⾔

設 ⽴ 2009年12⽉22⽇

連 結 売 上 ⾼ 252億2,493万円（2015年7⽉期）連 結 売 上 ⾼ 252億2,493万円（2015年7⽉期）

連 結 従 業 員 数 154名（2016年1⽉31⽇現在）

上 場 市 場 東京証券取引所市場第⼀部（証券コード：3458）
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上 場 ⽇ 2015年4⽉21⽇



沿⾰

事業の変遷

2016年2015年2014年2013年2012年2011年2010年2009年

2009年12⽉
公共ロジスティックス

2011年9⽉
物流投資事業に進出

2014年6⽉
商号変更

2010年7⽉
商号変更

2015年4⽉
東証⼆部に上場

2016年5⽉
東証⼀部に指定

設⽴

公共ロジスティックス 公共シィー・アール・イー

不動産管理事業

物流投資事業1980年設⽴

㈱コマーシャル・アールイー

2010年8⽉:マスターリース及び
賃貸管理事業の譲受

2011年7⽉:吸収合併

アセットマネジメント事業

⼟壌汚染関連事業
㈱天幸総建

1964年設⽴

2014年8⽉:完全⼦会社化

2015年10⽉:
持分法適⽤関連会社化
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持分法適⽤関連会社化



事業セグメントとグループ会社の関係

不動産管理事業
マスタ リ ス

当社グループと事業セグメント

マスターリース

プロパティマネジメント

建設⼯事

リーシング

物流投資事業
匿名組合ロジスクエア久喜※

匿名組合ロジスクエア⽻⽣※

匿名組合 匿名組合

アセットマネジメント事業
完全⼦会社 匿名組合AGインベストメント※

匿名組合
CRE6※

匿名組合
CRE7※

アセットマネジメント事業
合同会社CREインベストメント※

⼟壌汚染関連事業
持分法適⽤関連会社
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※不動産を所有するビークル（器）であり、事業会社ではありません。
開発案件ごとにSPCを設⽴し収⽀を明確化するため、設⽴しております。



当社グループの事業まとめ

マスターリース プロパティマネジメント 建設⼯事

賃借 賃貸 管理 ⼯事

事業内容

不
動 オーナー様 テナント様

⽀払賃料
（売上原価）

受取賃料
（売上⾼）

オーナー様
受託報酬

（売上⾼）

オーナー様 ⼯事収⼊
（売上⾼）

協⼒会社

⼯事原価
（売上原価） ⼯事

テナント様

契約

動
産
管
理
事
業

ア
セ
⑁

オ ナ 様 テナント様 協⼒会社
テナント誘致

テナント様

リーシング

仲介 仲介業 ⑁
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ファンド組成
運⽤

受託報酬
（売上⾼）

⾦融機関

投資家
ファンド

オ ナ 様 テナント様

仲介

仲介⼿数料
（売上⾼）

仲介

仲介⼿数料
（売上⾼）

物流不動産に
まつわる多様な
事業を展開

物

ト
事
業

テ
ナ

⽤地取得
売主様 ファンド

売却

投資家オーナー様 テナント様

物
流
投
資
事
業

売上⾼
売上原価

ナ
ン
ト
誘
致

売主様
不動産販売原価
（売上原価）

ゼネコン

ロジスクエア
建設

ファンド
不動産販売収⼊

（売上⾼）

テナント様
⼊居
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業 売上原価
サービスの流れ

ゼネコン
不動産販売原価
（売上原価）

⼊居



マスターリースとプロパティマネジメントの違い

マスターリース プロパティマネジメント

マスターリースとプロパティマネジメントの違い

マスタ リ ス プロパティマネジメント

取引概略図 契約

賃借

⽀払賃料
（売上原価）

賃貸

受取賃料
（売上⾼）

オーナー様
受託報酬

（売上⾼）

管理

取引概略図

契約形態 賃貸借契約 業務委託契約

契約

テナント様オーナー様 テナント様

（売上原価） （売上⾼） （売上⾼）

業務内容 テナント募集・誘致、契約業務、テナント対応、予算・修営繕計画の策定、⼯事管理業務、建物設備の点検、等

売上形態 受取賃料 受託報酬

売上先 テナント様（不動産利⽤者） オ ナ 様（不動産所有者）売上先 テナント様（不動産利⽤者） オーナー様（不動産所有者）

売上原価 ⽀払賃料 発⽣なし

主な物件所有者 個⼈、⼩規模事業者 等 不動産私募ファンド、J-REIT 等

物件規模 平均 約280 坪 平均 約2,600 坪

管理物件数 1,190 物件 288 物件

管理⾯積の合計 334,849 坪 747,189 坪

多 少

⼩ ⼤
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契約期間 ⻑い やや短い

6

※2016年4⽉末現在



2016年7⽉期第3四半期（累計）決算概要2016年7⽉期第3四半期（累計）決算概要
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2016年7⽉期 第3四半期（累計）決算概要 連結PL（全体）

• 今期の開発物件の売却は第4四半期に予定（前期は第1四半期、第3四半期に計上）
開発物件のテナント企業は確定しており、プロジェクトは順調に推移

• マスターリース物件の稼働率は引き続き堅調に推移しており、第3四半期においても利益確保
• 通期計画に変更はありません

2015年7⽉期
第3四半期累計

2016年7⽉期
第3四半期累計 前年⽐

（％）
2016年7⽉期

通期計画
進捗率
（％）

（単位：百万円）

実績 実績 （％） 通期計画 （％）

売上⾼ 19,942 11,649 △41.6% 34,638 33.6%

売上総利益 3,852 2,121 △44.9% － －

営業利益 2,362 517 △78.1% 2,597 19.9%

経常利益 2,266 333 △85.3% 2,314 14.4%

四半期純利益 1,589 64 △95.9% 1,403 4.6%

1株当たり
四半期純利益（EPS) 372.00円 11.16円 △97.0% 246.27円 4.5%
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2016年7⽉期 第3四半期（累計）決算概要 連結PL（セグメント別）

動産管理事業 前 半期 様 賃貸利益 前期⽐プ だが 開発物件 グ 獲得を第 半期• 不動産管理事業：前四半期同様、賃貸利益は前期⽐プラスだが、開発物件にかかるリーシングフィーの獲得を第4四半期
に⾒込んでおり、前期⽐マイナス

• 物流投資事業：今期の開発物件の売却は第4四半期を予定
• アセットマネジメント事業：投資⽤不動産の物件売却およびファンドの組成を第4四半期に予定

（単位：百万円）

2015年7⽉期
第3四半期累計

実績

2016年7⽉期
第3四半期累計

実績
前年⽐
（％）

2016年7⽉期
通期計画

進捗率
（％）実績 実績

売上⾼ 19,942 11,649 △41.6％ 34,638 33.6％
不動産管理事業 11,720 11,448 △2.3％ 16,053 71.3％

流 資事物流投資事業 7,876 1 △100.0％ 16,013 0.0％

アセットマネジメント事業 318 198 △37.5％ 2,571 7.7％

その他事業 27 ― ― ― ―

営業利益 2,362 517 △78.1％ 2,597 19.9％
不動産管理事業 1,267 1,057 △16.5％ 1,515 69.8％

物流投資事業 1 391 △102 ― 1 662 ―物流投資事業 1,391 △102 1,662

アセットマネジメント事業 167 92 △44.5％ 357 26.0%

その他事業 21 △3 ― ― ―
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調整額 △485 △527 ― △937 ―

注）セグメント別売上⾼については「外部顧客に対する売上⾼」で表記



2016年7⽉期 第3四半期（累計）決算概要 連結BS（1）

（単位：百万円）

2015年7⽉末 2016年4⽉末 増減 主な増減要因

流動資産 19,111 26,165 7,054

現預⾦ 7 916 6 602 △1 313 開発⽤地の取得

（単位：百万円）

現預⾦ 7,916 6,602 △1,313 開発⽤地の取得

売上債権※1 309 311 1

販売⽤不動産 608 1,826 1,218 投資⽤不動産の取得

仕掛販売⽤不動産 8 98 16 236 7 251 開発中案件（久喜、⽻⽣、新座、浦和美園、仕掛販売⽤不動産 8,985 16,236 7,251 開発中案件（久喜、⽻⽣、新座、浦和美園、
守⾕、⿃栖、久喜Ⅱ）

その他 1,291 1,188 △102

固定資産 8,041 9,452 1,410

有形固定資産 3,293 3,710 416 不動産管理事業での賃貸物件の取得

無形固定資産 222 195 △26

投資その他の資産 4,525 5,545 1,020 エンバイオHD株式取得（持分法適⽤関連会社）

（内、敷⾦及び保証⾦） （4,167） （4,102） △65

資産計 27,152 35,617 8,465

※1 売上債権＝受取⼿形+売掛⾦+完成⼯事未収⼊⾦
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2016年7⽉期 第3四半期（累計）決算概要 連結BS（2）
（単位：百万円）

2015年7⽉末 2016年4⽉末 増減 主な増減要因

流動負債 3,761 8,797 5,036

仕⼊債務※2 1,116 1,069 △46

短期借⼊⾦等※3 596 6,170 5,574 開発プロジェクトに関わる増加

その他 2,049 1,557 △491

固定負債 14,423 17,737 3,313

⻑期借⼊⾦等※4 8,982 12,238 3,256 開発プロジェクトに関わる増加

受⼊敷⾦保証⾦ 4,467 4,548 80

その他 973 950 △23

純資産 8,967 9,083 115

資本⾦ 1,506 1,560 54

資本剰余⾦ 3,095 3,149 54

利益剰余⾦ 4,365 4,373 7

その他 0 0 0

負債・純資産計 27,152 35,617 8,465

2015年7⽉末 2016年4⽉末

D/Eレシオ（倍）※5 1.07 2.03

ネットD/Eレシオ（倍）※6 0 19 1 30

※2 仕⼊債務＝⽀払⼿形+買掛⾦+⼯事未払⾦
※3 短期借⼊⾦等＝短期借⼊⾦+1年内返済予定の⻑期借⼊⾦+1年内償還予定の社債
※4 ⻑期借⼊⾦等＝社債+⻑期借⼊⾦
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ネットD/Eレシオ（倍）※6 0.19 1.30

⾃⼰資本⽐率 33.0％ 25.5％

※4 ⻑期借⼊⾦等＝社債+⻑期借⼊⾦
※5 D/Eレシオ＝有利⼦負債（短期借⼊⾦等+⻑期借⼊⾦等）/⾃⼰資本
※6 ネットD/Eレシオ＝｛有利⼦負債（短期借⼊⾦等+⻑期借⼊⾦等）－現預⾦｝/⾃⼰資本



不動産管理事業 管理⾯積の推移

管理⾯積推移

（単位 万坪）

120 

140 
プロパティマネジメント マスターリース

（単位：万坪）

2016年4⽉末 約108万坪

マスターリース稼働率97.8％

100 

2016年4⽉末 約108万坪
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不動産管理事業 管理⾯積（エリア別）

プロパティマネジメント管理状況マスターリース管理状況

334,849坪
1,190物件

747,189坪
288物件

2,664坪
1物件

北海道

東京圏
約9割

東京圏
約9割

2 374坪茨城

5,704坪
3物件

東北

13,353坪
26物件

茨城

341,156坪千葉

98,631坪
27物件埼⽟

2,374坪
4物件

茨城

40,163坪
114物件千葉

32,314坪
150物件埼⽟

3 462坪
,

114物件千葉26,506坪
16物件

九州

54,210坪
44物件東京

34,410坪
125物件東京

3,462坪
12物件

九州

197,392坪
73物件神奈川

18,553坪
6物件

近畿

194,622坪
686物件神奈川

1,666坪
8物件

近畿 13,958坪
66物件

東海
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管理面積
管理物件数

※2016年4⽉末現在
注：東京圏は埼⽟県、千葉県、東京都及び神奈川県
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物流投資事業 開発⾯積の推移

50 000

開発⾯積推移

37 60340 000

50,000 

開発中⾯積 68,061坪

37,603 

30,000 

40,000 

ロジスクエア久喜

ロジスクエア久喜Ⅱ25,158

20,000 
ロジスクエア⽻⽣ ロジスクエア浦和美園

ロジスクエア守⾕

ロジスクエア⽻⽣

ロジスクエア久喜Ⅱ

9,097 11,058

5 300
10,000 

ロジスクエア⽇⾼

ロジスクエア久喜

ロジスクエア⽻⽣

ロジスクエア新座

ロジスクエア浦和美園

5,300

0 
2014.7期 2015.7期 2016.7期 2017.7期 2018.7期（坪）

ロジスクエア草加 ロジスクエア⼋潮

ロジスクエア⽇⾼

ロジスクエア⿃栖
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期 期 期
（計画）

期
（計画）

期
（計画）

（坪）



物流投資事業 開発案件の紹介

開発プロジェクト ⾼い利便性を有する⽴地

プロジェクト名
延床
⾯積

（坪）

竣⼯年度

2014 7 2015 7 2016 7 2017 7 2018 7
境古河IC

ロジスクエア⽻⽣ ロジスクエア久喜Ⅱ

（坪） 2014.7 2015.7 2016.7 2017.7 2018.7

ロジスクエア草加 9,097

ロジスクエア⼋潮 5,776

竣⼯

竣⼯
桶川北本IC ⽩岡菖蒲IC

つくば中央IC

神崎IC

東北道

常盤道

久喜⽩岡JCT

圏央道

ロジスクエア⽇⾼
ロジスクエア浦和美園

ロジスクエア久喜

⾕和原IC

ロジスクエア守⾕

ロジスクエア⽇⾼ 5,282

ロジスクエア久喜 13,404

ロジスクエア⽻⽣ 11,754

竣⼯

竣⼯予定

竣⼯予定

⼤栄JCT

松尾横芝IC

⼤泉JCT

外環道

関越道

東関東道

三郷南IC

⾼⾕JCT
（仮称）

ロジスクエア新座
ロジスクエア草加

ロジスクエア⼋潮

ロジスクエア浦和美園

ロジスクエア新座 7,824

ロジスクエア浦和美園 15,825

ロジスクエア守⾕ 10,345

竣⼯予定

竣⼯予定

海⽼名

相模原IC

東名JCT
（仮称）

中央道

東名⾼速 アクアライン

京葉道路

館⼭道

⽻⽥空港

湾岸線

第三京浜

竣⼯予定

ロジスクエ久喜Ⅱ 3,609

ロジスクエア⿃栖 5,300

合計 88,216

藤沢IC 釜利⾕JCT

寒川北IC

海⽼名JCT

竣⼯予定

竣⼯予定

合計 88,216

開通済

事業中

2015.7期竣⼯済

開発中

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved. 15

ロジスクエア⽇⾼ロジスクエア⼋潮

2014.7期竣⼯済



業績予想および主な施策業績予想および主な施策
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主な施策と進捗

１ 安定収益の維持・拡⼤ 管理⾯積の維持・拡⼤

2 5⽉12⽇ CREロジスティクスファンド投資法⼈
を設⽴物流ファンド⽴ち上げ

3 エリア展開の強化 4⽉より⼤阪営業所にてプロパティマネジメント
業務を開始

4 シンガポール駐在員事務所の現地法⼈化 4⽉21⽇ シンガポール現地法⼈を設⽴

5 M&Aによる事業領域の拡⼤及び競争⼒の強化 10⽉13⽇ エンバイオＨＤと資本業務提携

6 今期中(2016年7⽉期）に⼀部指定を⽬指す 5⽉20⽇ ⼀部指定

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved. 17



2016年7⽉期 通期業績予想（配当⾦変更）
（単位：百万円）

2015年7⽉期
通期（連結）

実績

2016年7⽉期
通期（連結）

予想

増減

⾦額 ％

売上⾼ 25,224 34,638 9,413 37.3%

不動産管理事業 15,589 16,053 463 3.0％

物流投資事業 7,876 16,013 8,136 103.3％

アセットマネジメント事業 334 2 571 2 236 668 9％アセットマネジメント事業 334 2,571 2,236 668.9％

その他事業 1,424 ― △1,424 ―

営業利益 2,373 2,597 223 9.4%

不動産管理事業 1 515 1 515 0 0 0％不動産管理事業 1,515 1,515 0 0.0％

物流投資事業 1,296 1,662 365 28.2％

アセットマネジメント事業 116 357 240 206.4％

その他事業 83 ― △83 ―

消去他 △638 △937 △298 ―

経常利益 2,185 2,314 128 5.9%

当期純利益 1,338 1,403 64 4.8%

1株当たり当期純利益（円） 289.25 246.27 △42.98 △14.9％

1株当たり配当⾦（円） 10.00 16.00 6.00 60.0%

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved. 18

⾃⼰資本利益率（ROE） 14.9％ 14.7％ － △0.2ｐ
注）セグメント別売上⾼については「外部顧客に対する売上⾼」で表記



主な施策 ― 不動産管理事業

売上⾼ 営業利益

不動産管理事業売上⾼・営業利益推移 不動産管理事業施策

20,000 

売上⾼ 営業利益

1 安定収益の維持・拡⼤

• 新規物件の借り上げ
• 収益物件の⾃社取得

15,589 16,053 

15,000 
2 新規顧客の開拓

• CREフォーラムの実施
• 会員サイトの充実

10,000 

会員サイトの充実

3 不動産所有者への資産活⽤の推進

• 相続対策の提案
• ⽼朽化物件の建替え提案

5,000 

⽼朽化物件の建替え提案

4 収益基盤の多様化

• プロパティマネジメントフィーの獲得
• 当社マスターリース物件以外の仲介による⼿数料獲得堅調推移

1,515 1,515 

0 

2015.7期 2016.7期（百万円）

• 当社マスタ リ ス物件以外の仲介による⼿数料獲得

5 エリア展開の強化

• 近畿圏での事業展開

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved. 19

2015.7期 2016.7期
（予想）



主な施策 ― 物流投資事業

売上⾼ 営業利益

物流投資事業売上⾼・営業利益推移 物流投資事業施策

20,000 

売上⾼ 営業利益

1 開発⽤地仕⼊能⼒の強化

• 社内のコンストラクションマネジメント、リーシングのノウハウの
活⽤ り ト⾒積りを り厳格化16,013 

15,000 

活⽤により、コスト⾒積りをより厳格化
• ⼟壌汚染の改良ノウハウを活⽤し、⼯場跡地を取得
• 情報⼊⼿先との連携強化

7,876 

10,000 

2 出⼝戦略の強化

• 多様な投資家へのアプローチ
• 売却後も⻑期的に継続関与可能な取組みを検討

5,000 ⼤幅に増加
（28.2％増）

1,296 1,662 

0 

2015.7期 2016.7期（百万円） ロジスクエア浦和美園ロジスクエア新座
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主な施策 ― アセットマネジメント事業

アセットマネジメント事業売上⾼・営業利益推移 アセットマネジメント事業施策

売上⾼ 営業利益

2,571 

3,000 

売上⾼ 営業利益

1 物流ファンドの⽴ち上げ

• 将来的にはJ-REITの組成を⽬指す

2,000 2 多様化する投資家属性への対応

• インバウンド需要の取り込み
• 海外調査、ネットワークの構築

334 357

1,000 

3 アセットマネジメント受託資産の増加

• 流動性の⾼い⼤規模物件の受託

⼤幅に増加
（ 206.4 ％増）

334 
116 

357 

0 

2015.7期 2016.7期（百万円）
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主な施策 ― アジアへの進出

シンガポール駐在員事務所開設

2015年7⽉ シンガポ ル駐在員事務所開設2015年7⽉ シンガポール駐在員事務所開設

株式会社シーアールイー上場記念シンポジウムの開催

2016年4⽉ シンガポール現地法⼈設⽴

テーマ ASEAN経済統合を睨んだロジスティクスへの期待と課題

開催⽇時 2015年7⽉27⽇（⽉）

会場 イイノホール会場 イイノホ ル

参加社数 251社（401名）

基調講演 ⽇本総合研究所 調査部 上席主任研究員 ⼤泉啓⼀郎⽒
（モデレーター）東海⼤学 教授 ⽯原伸志⽒

パネルディスカッション

（パネリスト） 味の素物流㈱ 理事 事業企画部 ⿂住和宏⽒
パナソニック㈱ 関⻄渉外室 部⻑ 増森毅⽒
イオングローバルSCM㈱ 取締役 経営管理本部⻑ 太⽥年和⽒
鴻池運輸㈱ 執⾏役員 海外事業本部 副本部⻑ 伊藤敏明⽒

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved. 22

鴻池運輸㈱ 執⾏役員 海外事業本部 副本部⻑ 伊藤敏明⽒
⽇本通運㈱ 海外事業本部 海外管理部 専任部⻑ 柿⼭慎⼀⽒



シ ア ルイ の強み 市場環境についてシーアールイーの強み、市場環境について
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当社の強み（1）物流不動産におけるワンストップソリューションの提供

• グループ内で 開発からテナント誘致 売却 運⽤・管理など⼀連のソリューションを⼀気通貫で提供

ワンストップソリューション

• グループ内で、開発からテナント誘致、売却、運⽤・管理など 連のソリューションを 気通貫で提供。
• 物流不動産に関わる様々なシーンでソリューションを提供することができ、顧客のニーズの取り込みが可能。
• 安定的に収益を確保できる体制を構築しており、フロー収益から次のストック収益を創出。

開発・建設 テナント誘致 管 理

マスターリース

事業
区分

物流投資
物流施設の開発

リーシング
幅広いネットワークによって

プロパティマネジメント
受託不動産の経営を

マ
物流施設などの事業⽤
不動産を⼀括借上げ開発、リーシング後

の物件には
管理需要が発⽣

区分

建設⼯事
物流施設の建設⼯事

テナント顧客を誘致 ⽀援

アセットマネジメント
不動産ファンドの組成、

運⽤等

収益
タイプ フロー フロー ストック

管理物件に空き区画が⽣じた場合には
リーシングニーズが発⽣

管理物件に建替えニーズが⽣じた場合には
開発・建設ニーズが発⽣

ワンスト プソリ シ ンを提供することで 循環型ビジネスモデルを構築し 収益を極⼤化
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ワンストップソリューションを提供することで、循環型ビジネスモデルを構築し、収益を極⼤化



当社の強み（2）⾸都圏を中⼼とする豊富な実績

我が国最⼤ 需要地 ある⾸都圏 数多く 物件を管理

⾸都圏における当社管理物件の所在地

東京圏管理 約99万坪／1 333件

• 我が国最⼤の需要地である⾸都圏で、数多くの物件を管理。

東京圏管理 約99万坪／1,333件
（2016年4⽉末）

マスターリース
プロパティマネジメント

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved.

許諾番号：Z15BB第1481号、Z15BB第1482号
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注：東京圏は埼⽟県、千葉県、東京都及び神奈川県



当社の強み（3）新規顧客の開拓
• ロジスティクスの課題と現状をテーマに、各企業が講演するCREフォーラムを⽉1回開催。このような取り組みは業界初。

〜CREフォーラム〜 荷主・物流企業向けセミナーの紹介

⽬的 企業が抱えるロジスティクスの課題を潜在顧客と共有し、当社提供サービスへ反映します。これ
により強化された当社サービスによって、顧客の改善活動が促進されることを⽬的とする。

ロジスティクスの課題と現状をテ マに、各企業が講演するCREフォ ラムを⽉1回開催。このような取り組みは業界初。

開催頻度 ⽉1回

対象顧客 荷主・物流企業

参加社数 延べ1,395社（2013年10⽉〜2016年5⽉）

開催数 27回（2013年10⽉〜2016年5⽉）

担当部署 不動産営業本部マーケティング部

開催⽉ テーマ 会社名開催⽉ テ マ 会社名
2015年 5⽉ ＣＧＣグループの協業活動を⽀えるロジスティクス戦略 株式会社シジシージャパン

6⽉ ロジスティクスリーダー論〜経営戦略と物流の連携〜 エスエス製薬株式会社

7⽉ ASEAN経済統合を睨んだロジスティクスへの期待と課題 基調講演：⽇本総合研究所、パネルディスカッション：⼤⼿企業5社

8⽉ ⼤塚倉庫の営業改⾰〜やめるを決める〜 ⼤塚倉庫株式会社

9⽉ YKK APのロジスティクス改⾰ YKK AP株式会社 ／ ⽇本パレットレンタル株式会社

10⽉ ビジネスモデルとしてのサプライチェーン論 ⽇本マクドナルド株式会社

11⽉ ゼロから始める鉄道輸送〜貴社物流に鉄道というSolutionを〜 ⽇本貨物鉄道株式会社11⽉ ゼロから始める鉄道輸送 貴社物流に鉄道というSolutionを ⽇本貨物鉄道株式会社

2016年 2⽉ 航空業界の現状と沖縄ハブの展開について 株式会社ANA総合研究所

2⽉ ⽇本郵便の物流ソリューション ⽇本郵便株式会社

3⽉ マーケティングと事業戦略、そして未来。Leadershipとは。 ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社
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4⽉ グローバルで求められるロジスティクスと⼈材 ⻄濃シェンカー株式会社

5⽉ ハイアールアジアグループのロジスティクス戦略 アクア株式会社



当社の強み（4）幅広い商品のラインナップ
• 幅広い規模の商品を取り扱うことで、顧客の要望に沿ったきめ細かい提案が可能。

プロパティマネジメント受託物件のラインナップ マスターリースの⾯積構成

幅広い規模の商品を取り扱うことで、顧客の要望に沿ったきめ細かい提案が可能。
• 様々なサイズの物件を多数管理することで、分散のきいたポートフォリオを構築。

9%

3% 2% 2%

47%
37%

0坪 以上 200坪未満
200坪 以上 400坪未満
400坪 以上 600坪未満
600坪 以上 800坪未満
800坪 以上 1,000坪未満
1,000坪以上

50,000坪→←1,000坪
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, 坪, 坪
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当社の強み（5）開発⽤地仕⼊能⼒

市街化調整区域や⼟壌汚染地 開発ノウハウを蓄積し 取得競争が激し 状況 も ⽤地仕⼊を実現• 市街化調整区域や⼟壌汚染地での開発ノウハウを蓄積し、取得競争が激しい状況でも、⽤地仕⼊を実現。

市街化調整区域での実績

ジ ク ⽻⽣

環境に配慮した開発

桶川北本IC ⽩岡菖蒲IC

境古河IC

つくば中央IC
常盤道

久喜⽩岡JCT

圏央道
ロジスクエア久喜

ロジスクエア⽻⽣

⾕和原IC

ロジスクエア守⾕ ×
ロジスクエア久喜Ⅱ

神崎IC

⼤栄JCT

外環道

関越道

東北道

三郷南IC

ロジスクエア⽇⾼

ロジスクエア新座
ロジスクエア草加

ロジスクエア⼋潮

ロジスクエア浦和美園

ロジスクエア守⾕ ×資本業務提携 22.28％出資

相模原IC

松尾横芝IC

⼤泉JCT

東名JCT
（仮称）

中央道
京葉道路

東関東道

⽻⽥空港

⾼⾕JCT
（仮称）

第三京浜

社会的 両社の事業基盤を活⽤し、⼟壌汚染地の浄化を通じた
藤沢IC 釜利⾕JCT

寒川北IC

海⽼名JCT

東名⾼速 アクアライン
館⼭道

湾岸線 ⼟壌浄化コストを適切に設定することにより
⼯場跡地等での開発を推進

意義 ⼟地取引の健全化・活性化

事業⽬的 ⼟壌汚染地
活⽤事業の拡⼤

開発⽤地
仕⼊能⼒の強化開通済

事業中
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市街化区域



物流不動産市場の将来性（1）

国内BtoC EC市場規模推移

11 2
12.8 

10%15.0

東京都市圏全体の物流施設建設年代別の割合

1969年以前 1970〜1979年 1980〜1989年
1990〜1999年 2000年以降

7.8 8.5 
9.5 

11.2 

2.8% 3.2% 3.4% 3.9% 4.4%
4%

6%

8%

5 0

10.0 10% 18% 23% 24% 25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0%

2%

0.0

5.0

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年（兆円）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
⽴地件数分布

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
EC市場規模（左軸） EC化率（右軸）

（兆円）

出所：経済産業省

2.252.5 
3PL市場規模推移

10~29件

60件以上
30~59件1.27 

1.46 
1.78 1.88 

2.04 
2.25 

1.5 

2.0 

注 東京都市圏は東京都 神奈川県 埼⽟県 千葉県 茨城県中南部 栃⽊県南部

60件以上

⾼速道路など

0 0

0.5 

1.0 
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注：東京都市圏は東京都・神奈川県・埼⽟県・千葉県・茨城県中南部、栃⽊県南部、
群⾺県南部

出所：東京都市圏交通計画協議会

0.0 
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年（兆円）

出所：⽉刊ロジスティクス・ビジネス2015年8⽉号
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物流不動産市場の将来性（2）

2013年 2015年

J-REITの⽤途ごとの投資総額都道府県間の転⼊・転出⼈数（マイナスは転出超過）

オフィス 商業施設 住居 ホテル 物流・その他 合計（⼈）

40,000

60,000

80,000

4,651
13,853

130,719

120,000

140,000

（11％）

0

20,000

東京 神奈川 千葉 埼⽟

23,057
（18％）

4,651

2 970
84,684

100,000

（4%）東京 神奈川 千葉 埼⽟

東京圏合計：32%
県内総⽣産合計：500兆円 15,783

26,073
（20％）15,914

（19％）

2,5522,970

60,000

80,000

県内総⽣産（2012年度）

出所：総務省統計局「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」
（4%）

47,465
63,084

（48％）

（19％）

40,000
東京都
18% 神奈川県

6%
,

（56％）
（ ）

0

20,000
埼⽟県
4%

千葉県
4%

その他
68%
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2012年3⽉末 2015年3⽉末
出所：「J-REITマップ2015」 三菱UFJ信託銀⾏ 不動産コンサルティング部注：東京圏は埼⽟県、千葉県、東京都及び神奈川県

出所：内閣府

（億円）



免責事項

本資料には、将来の業績⾒通し、開発計画、計画⽬標等に関する記述が含まれています。こうした本資料には、将来の業績⾒通し、開発計画、計画⽬標等に関する記述が含まれています。こうした
記述は、本資料作成時点で⼊⼿可能な情報、および不確実性のある要因に関する⼀定の主観的
な仮定に基づき当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性を内包するほか、記述通りに
将来実現するとの保証はありません将来実現するとの保証はありません。

経済情勢、市場動向、経営環境の変化などにより、実際の結果は本資料にある予想と異なる可能
性がある とにご留意くださ性があることにご留意ください。

また、本資料の内容については細⼼の注意を払っておりますが、本資料に関する全ての事項について、
新規性、正当性、有⽤性、特定⽬的への適合性、機能性、安全性に関し、⼀切の保証をいたしか
ねますのでご了承ください。

また、本資料は投資勧誘を⽬的としたものではありません。
投資に関する決定は、ご利⽤者⾃⾝の判断においておこなわれるようお願い申し上げます。

Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved.



Copyright (C) 2016 CRE, Inc. All rights reserved.


